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問 1

図 1 は、日本の供給熱量ベースの総合食料自給率とその内訳について、1965 年度

と 2021 年度における状況を示しています。この期間における総合食料自給率の変化

とその要因について、この図からわかることを簡潔に述べなさい（200 字以内）。

問 2

現在の日本の総合食料自給率は先進諸国の中でも低い水準にあり、食料安全保障の

観点からその向上が目指されています。では、日本の総合食料自給率を向上させるた

めにはどのような対策が考えられるでしょうか。図 1を踏まえ、生産と消費の両面か

ら述べなさい（400 字以内）。

注 1：供給熱量とは、国民に対して供給される総熱量（エネルギー）をいう。「供

給熱量ベースの食料自給率」とは、生命と健康の維持に不可欠な基礎的栄養価

であるエネルギーに着目した「食料自給率」の指標であり、「カロリーベース

の食料自給率」と呼ばれることもある。「食料自給率」には他に金額ベースや

数量ベースのものもあるが、問 1及び問 2の問題及び解答における「食料自給

率」は全て供給熱量ベースのものを用いることとする。

注 2：食料安全保障とはFAO（国際連合食糧農業機関）によると、「全ての人が、

いかなる時にも、活動的で健康的な生活に必要な食生活上のニーズと嗜好（し

こう）を満たすために、十分で安全かつ栄養ある食料を、物理的にも社会的に

も経済的にも入手可能である」状態を確保することとされている。また日本の

政府広報では、「国内における農作物の不作や輸入の途絶などの不測の事態が

生じた場合であっても、人が生きる上で最低限必要とする食料の供給を安定的

に確保すること」とされている。
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図 1　日本の供給熱量ベースの総合食料自給率とその内訳

資料：農林水産省「令和 4年度　食料・農業・農村の動向」より抜粋、改編

注 1）　 縦軸は総供給熱量のうち各品目が占める熱量の割合を、横軸は各品目の供給熱量のうち自給
している熱量の割合を示している。図の中に表示されている数値（％）はその自給割合であ
る。また畜産物においては、国産のうち輸入飼料に依存している割合を自給分から切り離し
て表示している。

　 2）　 油脂類の多くは大豆を原料とする。 畜産物生産に必要な飼料の多くはとうもろこしを原料
とする。
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1965 年度
総合食料自給率 73 ％

2021 年度
総合食料自給率 38 ％

供給熱量 2,265kcal ／人・日
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